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　特定世帯とは、国保に加入していた方が後期高齢者医療制度に移られたことにより、国保被
保険者が１人だけになる世帯のことです。後期高齢者医療制度に移られてから５年間に限り、
介護納付金分を除いて、平等割額が半額になります。申請の必要はありません。

①から④の合計額が１年間の国保税額となります。
賦課限度額を超えて課税することはありません。

平成２３年度の国保税率表
※（　）内は平成２２年度分

①所得割額

②資産割額

③均等割額

④平等割額

被保険者の平成22年中の基準総
所得金額に対し

被保険者の本年度の固定資産税額
（土地・家屋にかかる税額）に対し

被保険者１人ごとに

１世帯ごとに

賦 課 限 度 額

特定世帯以外の
世帯

特 定 世 帯

介護納付金分
対象：40歳以上
　　 65歳未満

後期高齢者
支援金等分
対象：全加入者

医療給付費分
対象：全加入者

２．１０％
（１．９２％）

廃止　
（２．９０％）

１０，２００円
（９，４００円）

６，０００円
（５，３００円）

１２０，０００円
（１００，０００円）

２．６２％
（２．４０％）

廃止　
（２．７０％）

９，９００円
（８，３００円）

７，６００円
（６，６００円）

３，８００円
（３，３００円）

１４０，０００円
（１３０，０００円）

６．６４％
（６．２０％）

廃止　
（７．７０％）

２６，６００円
（２５，０００円）

２１，５００円
（１９，８００円）

１０，７５０円
（９，９００円）

５１０，０００円
（５００，０００円）

　
国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
で
は
、

高
齢
化
や
医
療
技
術
の
進
歩
な
ど

に
よ
り
、
医
療
費
が
年
々
増
加
し
、

財
政
運
営
が
大
変
厳
し
い
状
況
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　
医
療
費
等
の
増
加
に
対
し
、
今

後
も
国
保
運
営
を
維
持
し
て
い
く

た
め
、
資
産
割
を
廃
止
す
る
こ
と

で
税
負
担
の
公
平
性
を
保
持
し
つ

つ
、
被
保
険
者
の
急
激
な
負
担
増

と
な
ら
な
い
よ
う
に
配
慮
し
て
、

税
率
お
よ
び
賦
課
限
度
額
を
変
更

し
ま
し
た
。

【
資
産
割
廃
止
の
主
な
理
由
】

●
利
益
を
生
ま
な
い
居
住
用
等
の

資
産
に
も
課
税
さ
れ
て
い
た
。

●
資
産
割
は
、
固
定
資
産
税
と
重

複
課
税
で
あ
る
と
の
捉
え
方
が

強
か
っ
た
。

●
所
得
が
無
い
人
で
も
資
産
割
は

課
税
さ
れ
る
た
め
、
低
所
得
者

層
に
は
負
担
と
な
っ
て
い
た
。

●
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
資

産
割
課
税
を
採
用
し
て
い
な
い
。

※
資
産
割
廃
止
分
と
医
療
費
等
の

増
加
分
を
所
得
割
・
均
等
割
・

平
等
割
に
配
分
し
、
税
率
を
見

直
し
て
い
る
た
め
、
所
得
や
加

入
者
数
に
変
更
が
な
く
て
も
税

額
が
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

●
賦
課
に
つ
い
て

　
総
務
部
税
務
課
（
社
庁
舎
）

　
　
４
３
・
０
３
９
７

●
制
度
に
つ
い
て

　
市
民
安
全
部
保
険･

医
療
課

　（
滝
野
庁
舎
）　
４
８
・
３
０
０
２

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
さ
れ
て

い
る
７０
歳
未
満
の
被
保
険
者
の
方

が
、
入
院
時
に
医
療
機
関
で
１
か

月
に
支
払
わ
れ
た
一
部
負
担
金
が
、

規
定
の
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え

た
場
合
、
そ
の
超
え
た
分
を
、
市

が
医
療
機
関
に
支
払
い
、
み
な
さ

ま
は
自
己
負
担
限
度
額
で
済
む
制

度
が
あ
り
ま
す
。（
国
保
税
の
滞
納

が
な
い
世
帯
に
限
り
ま
す
）

限
度
額
適
用
認
定
証
等
の
交
付
に

は
申
請
が
必
要
で
す

　
入
院
時
の
自
己
負
担
限
度
額
の

適
用
を
受
け
よ
う
と
さ
れ
る
方
に

は
、
申
請
に
よ
り
、「
限
度
額
適
用

認
定
証
」（
住
民
税
非
課
税
世
帯

は
「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
適
用
認
定
証
」）
を
交
付
し

ま
す
。（
医
療
機
関
へ
認
定
証
を

提
示
す
る
こ
と
で
、
こ
の
制
度
が

適
用
さ
れ
ま
す
）

　
こ
の
制
度
の
利
用
を
希
望
さ
れ

る
方
、
ま
た
は
す
で
に
利
用
さ
れ

て
い
る
方
で
、
８
月
以
降
も
引
き

続
き
認
定
証
が
必
要
な
方
は
、
申

請
を
し
て
く
だ
さ
い
。（
限
度
額

適
用
認
定
証
の
有
効
期
限
は
、
毎

年
７
月
３１
日
で
、
自
動
更
新
さ
れ

ま
せ
ん
）

※
認
定
証
は
、
申
請
月
の
初
日
か

ら
有
効
と
な
り
ま
す
。（
後
日

郵
送
し
ま
す
）

申
請
窓
口

　
保
険
・
医
療
課
（
滝
野
庁
舎
）

ま
た
は
各
庁
舎
窓
口
セ
ン
タ
ー

必
要
書
類

　
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
、

印
鑑

※
７０
歳
以
上
の
方
で
、
限
度
額
適

用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

の
交
付
対
象
者
に
は
、
個
別
に

お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

　
市
民
安
全
部
保
険･

医
療
課

　（
滝
野
庁
舎
）　
４
８
・
３
０
０
２

国
民
健
康
保
険
税
率
・
限
度
額
を
変
更

国
民
健
康
保
険
税
率
・
限
度
額
を
変
更
国
民
健
康
保
険
加
入
者
で
、入
院
時
に

高
額
の
医
療
費
を
支
払
わ
れ
て
い
る
方
へ

〜
資
産
割
を
廃
止
し
、３
方
式（
所
得
割
・
均
等
割
・
平
等
割
）へ
〜


